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１．はじめに

　かなり以前のことになるが、同志社女子大学での教職課程が英語、音楽、

家庭科の３教科だった頃には、各教科の教育法（現在のＡやＢに相当する内

容）と教育実習の担当者は専任教員が担当するという不文律があった。しか

し、学科が増えたのに伴い教職免許の教科が増え、また教職課程の履修単位

数も増えた結果、専任教員だけでは持ちきれなくなり、多くの提供科目にお

いて教職経験のある嘱託講師の先生方に授業を分担していただかねば教職課

程を運営できない状況になった。本学の中学校・高等学校教職課程では、各

教科の教育法は教科教育法基礎、中学校教科教育法、教科教育法Ａ、教科教

育法Ｂの４科目計８単位で構成されているが、専任教員と嘱託講師の先生が

どの科目を担当するかについては特に教職課程委員会で統一見解はなく、各

学科専攻の判断にゆだねられているのが現状である。

　生活科学部では人間生活学科と食物栄養科学科食物科学専攻（以降、食物

科学専攻と省略）で家庭科免許を取得できる。本学で学科をまたがって同一

教科の教職免許を付与しているのは家庭科のみである（例外として音楽学科

では10名を上限として小学校課程を同時に履修することができる）。したがっ

て、家庭科では一部の教職科目は２学科合同クラスで運営されている。その

ため、教科教育法で使用する教科書類は両学科で共通のものを指定し、４つ

の教科教育法の内容は大筋では同じものとなっている。すなわち、合同クラ

スで開講される「家庭科教育法基礎」では、『家庭科教育と情報社会』とい
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うテーマの下で、生活に密着した情報の調べ方や、その内容を授業に生かし

た学習指導案の書き方、視聴覚教材の活用法などを学ぶ。「中学校家庭科教

科教育法」では、中学校技術・家庭の家庭分野の教科書を読みこんで内容の

理解を深め、様々な授業実践例を体験する。「家庭科教科教育法Ａ」では、

家庭科教育の意義や歴史、教科の特徴を理解したうえで、中学校・高等学校

の学習指導案（一次案）を作成する。「家庭科教科教育法Ｂ」では、一次案

を基に実際に学生一人一人が模擬授業を行い、相互評価する。

２．家庭科という教科の特殊性

　家庭科は全国で見ると若干男性教員もいるが、ほぼ女性教員で占められて

おり、しかも、公立学校では一人職場の学校が多い。そのため特に公立中学

校では家庭科教員は全学年の生徒を授業で教えており、教える内容も生活科

学的な内容であることから、多くの学校において生徒の生活態度やしつけ的

な事柄、生徒が抱える悩みに目を配るなど、授業外で期待される存在でもあ

る。それゆえ教育実習生の生活態度をよく見ておられる先生が多い。また、

家庭科室や調理実習室などの特別教室の管理上、教員は準備室に居る時間が

長く、家庭科準備室で一日中指導教員と教育実習生が一緒となる実習校もか

なりある。大学で教科教育法を担当する者としては、具体性のある学習指導

案が書けて、質の良い家庭科の授業ができるように教育することはもちろん

のこと、時間管理や生活態度も含めた教員の基本的な資質についてシビアに

評価する家庭科教員がおられることを念頭に学生を教育する必要がある。こ

のような教科の事情ゆえ、両学科とも従来から、責任を持って教育実習に学

生を送り出す判断をするために、教育実習の履修前提条件となる家庭科教科

教育法のうち、ＡまたはＢに家庭科免許を持つ専任教員を配置して教職課程

を運営してきた。

　また、これとは別に、家庭科では高等学校現指導要領の内容の取扱いにお

いて、「家庭基礎」「家庭総合」及び「生活デザイン」の各科目に配当する総

授業時数のうち、原則として10分の５以上を実験・実習に配当することと記

載され１）、中学校新指導要領でも実践的・体験的な活動を充実させることとなっ

ている２）。実際に各学校において指導要領どおりに実験・実習が実施されて
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いるかどうかは不明であるが、教育実習では毎年実習生の多くが調理実習や

被服実習などの授業を担当している。家庭科免許の取得を目指す以上、これ

らの実習を安全に指導するための知識と心構えについても、教科教育法の中

でしっかり指導することが求められる。

３．２学科における家庭科教科教育法の担当教員の違いと協力体制

　専任教員が責任を持って関わるとはいえ、人間生活学科も食物科学専攻も、

家庭科での現場経験はほとんどない者が１名在籍するだけである。したがっ

て、学科を越えて専任教員同士が連携あるいは情報交換するなど協力的に行っ

てきた。「家庭科教科教育法基礎」「中学校家庭科教科教育法」は両学科を同

じ嘱託講師の先生が担当しているが、「家庭科教科教育法Ａ（Ａ）」、「家庭科

教科教育法Ｂ（Ｂ）」、教育実習の運営については２学科で異なっている。人

間生活学科では長く教職科目を担ってきた専任教員が最近退職したこともあ

り、ＡとＢの両科目とも専任教員と嘱託講師の２名がオムニバスで担当して

いる。また、家庭科以外の教科の教員免許を持つ専任教員が教育実習を担当

することで、現在は専任教員２名体制を取っている。一方、食物科学専攻で

は旧課程から教員の異動がなく、Ａは本学で長く教鞭を執る嘱託講師が、Ｂ

と教育実習は専任教員１名が担当してきた。

　教科教育法以外の教職関連行事などでも、良質な家庭科教員の育成という

共通の目的に向かって、両学科は歩調を合わせてきた。例えば、毎年の家庭

科教職オリエンテーション（２学科合同開催）では、人間生活学科または食

物科学専攻を卒業した現職の中学校、高等学校家庭科教員を講師に迎えて実

施しているが、講師の選定や当日の司会は両学科の専任教員２名が協力して

行い、教育法担当の嘱託講師にも参加を呼び掛けている。また、「教職実践

演習」も合同クラスで運営し、両学科の専任教員と「中学校家庭科教科教育

法」を担当する嘱託講師の３名で担当している。教育実習に行く実感を少し

でも早くから持ってもらうために、両学科の３年次生に対して「教職実践演

習」内で行われる４年次生の研究授業を授業参観するよう指導している。

　最近は両学科とも教職を目指す学生が減少傾向にあるので、合同クラスで

の運営は効率的とも言えるが、それぞれの学科のカリキュラムや時間割が異
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なるだけでなく、文系と実験系では学生気質もかなり異なることから、すべ

ての教職科目を合同で運営することは難しい。以上のような生活科学部にお

ける家庭科免許関係科目の運営のうち、本稿は食物科学専攻における家庭科

教科教育法ＡとＢの授業連携についての実践報告である。

４．家庭科教科教育法Ａ（食物科学専攻）のシラバス概要と授業

内容

　食物科学専攻における「家庭科教科教育法Ａ」「家庭科教科教育法Ｂ」の

シラバスは、担当教員間で毎年学生の状況等を相談しつつ、それぞれの担当

者の責任において作成している。2017年度「家庭科教科教育法Ａ」の15回の

シラバスの概要は表１のとおりである。

　Ａの授業では、おもに学科で共通して指定している家庭科教育の教科書と

表１　2017年度「家庭科教科教育法Ａ」のシラバス概要

授業回 授業内容

第１回 オリエンテーション（授業の到達目標、進め方、成績評価の方法、提出

物の確認）

第２回 中学校家庭分野、高等学校家庭総合の現行教科書と学習指導要領の目標

と内容

第３回 家庭科教育の意義、目標

第４回 家庭科教育の内容、学習指導

第５回 家庭科教育の学習指導計画、評価

第６回 教材研究の方法と教材・教具の作成について

第７回 家庭科教育における実践的研究（中学校、高等学校の実践例１）

第８回 家庭科教育における実践的研究（中学校、高等学校の実践例２）

第９回 学習指導案の書き方

第10回 学習指導案作成

第11回 学習指導案試案について発表と意見交換

第12回 施設・設備、家庭科の教師としての資質

第13回 家庭科教育の歴史

第14回 諸外国の家庭科教育・家庭科教育の課題と展望

第15回 これまでの振り返りとまとめ
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中学校、高等学校の学習指導要領解説を使って、家庭科教育の目標、内容、

学習指導、学習指導計画、評価、施設・設備など家庭科教員に必須の基本的

な知識を身につける。担当教員（浅井）は本学卒業（旧家政学科）であり、

公立高校での20年近くの教員経験を生かし、できるだけ具体例を挙げて説明

している。家庭科教育の意義や学校教育における家庭科について理解するた

めに教育基本法や学校教育法にもふれ、教育課程における位置づけ、その性

格や特徴についても学ぶ。また、生徒をとりまく社会環境や家庭生活の変化、

生徒の実態については授業をつくっていくうえで十分理解しておく必要があ

るので、マインドマップ等でそれらのつながりについて考えていく。学生が

主体的に考える機会を多くするため、例えば、家庭科の教師としての資質に

ついてはダイヤモンドランキングの手法を使ってグループで話し合うなどの

工夫している。

　学習指導案の書き方と先輩が過去に作った掛図等を見て教材・教具の作り

方を学んだうえで、秋学期にＢで行う模擬授業の分野を中学校または高校か

ら一つ選び、50分間の学習指導案（細案）を作成する。参考文献やこれまで

の授業実践の検索、官公庁の出しているデータを調べるなどの情報収集、授

業の流れなどについては個別に相談にのり、アドバイスしている。2017年度

は、教師が発問を考えるのと同じぐらい生徒自身による質問づくりが大切で

あることに気付くように質問づくりのグループワークを行った。学習指導案

試案を発表し、学生同士で意見交換を行い、それらの意見も参考にして学習

指導案を書き、提出する。Ａの評価は学習指導案のほか、「家庭科教育のめ

ざすもの」についてのレポート、授業内に提出する振り返り用紙による授業

への積極的参加度などにより行う。

５．家庭科教科教育法Ｂ（食物科学専攻）のシラバス概要と授業

内容

　2017年度「家庭科教科教育法Ｂ」の15回のシラバスの概要は表２のとおり

である。Ｂの授業では、Ａで担当教員が添削した学習指導案（一次案）を学

生が修正して、実際に一人一人が模擬授業を行う（年度により受講者数がか

なり異なり、人数によって模擬授業する時間は異なる）。模擬授業は必ず掛
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図か標本、映像などの教材を用いることを条件としている。15回の前半部分

では学習指導法について、家庭科教育の教科書、配付プリントを用いながら、

担当教員の高等学校、大学での教育経験を交えて解説する。Ｂの担当者（川

﨑）は中学校、高等学校家庭科免許を持つ専任教員で、本学着任前の約１年

間に２つの公立高校で常勤講師として勤めた。家庭科教員としての経験は甚

だ希薄だが、１校は比較的大学進学者が多い普通科高校、もう１校はいわゆ

る困難校と呼ばれる普通科、商業科、家庭科の３コースで成る高校（当時）

で、新米教師らしい失敗も含めた様々な体験をした。指導法の中でも特に家

庭科に特徴的な調理実習や被服実習の指導上の注意点や危険防止策、難しい

生徒への対応については、当時のエピソードも含めて具体例を挙げて説明す

る。

　模擬授業では、授業後に担当教員による講評、生徒役の受講者による相互

評価だけでなく、DVD に映した各自の授業風景を次週までに見て自己評価

を行う。そのうえで、自己評価および本人に返却された相互評価を反映する

表２　2017年度「家庭科教科教育法Ｂ」のシラバス概要

授業回 授業内容

第１回 全体説明（スケジュール、成績評価の方法、提出物の確認）と模擬授業

に関する諸注意

第２回 学習指導法（講義法、板書法）

第３回 学習指導法（問答法、示教法、教師のパフォーマンス）

第４回 学習指導法（師範法、実習法）

第５回 学習指導法（調理実習・被服実習指導の注意点）

第６回 本年度教育実習（４年次生）体験内容の紹介

第７回 模擬授業と相互評価

第８回 模擬授業と相互評価

第９回 模擬授業と相互評価

第10回 模擬授業と相互評価

第11回 模擬授業と相互評価

第12回 自己紹介の練習と２本目の学習指導案内容の検討（全員）

第13回 50分間模擬授業内容の検討（代表１名）

第14回 50分間模擬授業（代表１名）とグループ討議による相互評価

第15回 次年度教育実習に向けて（まとめ）
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ように学習指導案を修正したものを再度提出する。後半では、Ａで作成した

指導案とは逆の校種（１本目が中学校だった場合は高等学校）の別分野につ

いて新規に50分間の細案を作成し、学生同士が各自の指導案を公開してアク

ティブラーニング的に発表と意見交換を行い、修正する。２本目の指導案に

ついては学生１名のみが50分間の模擬授業を行うが、全学生がアイディアを

出して教材の工夫を凝らす。この最後の模擬授業については学生による相互

評価のためのグループディスカッションに加え、例年Ａの担当教員も参観し

て講評を行っている。その他に、４年次生の教育実習体験談を聞く機会や自

己紹介の練習など、教育実習に行くことを具体的にイメージできるよう工夫

している。

　Ｂの評価は２本の学習指導案のほか、模擬授業での講義、板書、教材など

の適切さ、家庭科教育と消費者・高齢者・環境問題に関するレポート、授業

内で提出する相互評価用紙による授業への積極的参加度などにより行う。

６．Ｂの模擬授業における相互評価と自己評価

　Ｂの授業において、相互評価と自己評価は同じ項目が書かれた用紙を使用

している。各回の相互評価は一人ずつ用紙に記入し提出する。模擬授業を相

互評価する際には、友人をかばうのではなく、互いに切磋琢磨してより良い

授業に改良するためのアドバイスや指摘を正直に書くように指導する。学生

たちは毎年熱心に相互評価用紙に記入している。担当教員は模擬授業担当学

生に対し、終了後すぐに口頭にて気付いた点を講評する。模擬授業を行った

学生にとっては、自分ではそれなりに準備したつもりなのに想像以上に厳し

い批評を受けることもある。しかし、友人たちによる相互評価や、DVD に

より自身の授業風景を何度も見ると、足りないものが多いことに否応なく気

付くことになるようである。翌週に提出される自己評価では、ほぼすべての

学生が授業で改善すべき点を真摯に書き込んでいる。担当教員のたくさんの

講評より、つたない自分の姿を何度も見返す方がより勉強になるものと考え

られる。DVD の撮影は、担当教員が学習指導案に講評メモを書き込みつつ

カメラを操作する。自己評価の一例を表３に示した。
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表３　模擬授業後の自己評価の一例
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７．おわりに

　中学校では2018年度から、高校は2019年度から新学習指導要領の下でのカ

リキュラムが先行実施され、それぞれ2021年度、2022年度に全面実施される。

Ａでは今後新学習指導要領についても学び、特に家庭科の特徴として、生活

の問題を改善、解決するための実践力、問題解決学習に関してはより一層充

実させていきたい。家庭科教育の意義とは何かを見つめなおし、学生が自分

なりの「家庭科教育観」をしっかり持つにはどうしたらよいか検討すること

がこれからの課題である。

　人前で授業をしたことがない学生にとっては、学習指導案を書くことはな

かなか難しい作業である。Ｂでは教育実習から戻ったばかりの先輩（４年次

生）の研究授業（「教職実践演習」授業内で実施）の参観後に学生自身の模

擬授業が始まるが、春学期に開講されるＡではまだそのような経験がないの

で、家庭科の実際の授業をビデオで見るなど具体的にイメージしやすいよう

な工夫をすることを考えたい。また、最初にグループで一つのテーマを選ん

で教材研究を行い、授業づくりについて丁寧に学び、次に個人で学習指導案

を作成するという形のほうが、個人指導に多くの時間をかけるより効率よく

さらに深く学べるかもしれない。Ｂの授業での模擬授業がより意義あるもの

になるよう、できるだけ完成度の高い学習指導案を書けるように授業方法を

検討することが今後の課題である。さらに、食物科学専攻の学生はカリキュ

ラム上、高齢者、環境、消費生活の領域について学ぶ機会が少ないため、夏

休みの課題にレポートを書くように指導しているが、それぞれの指導内容に

ついてより一層理解を深めるためにどうしたらよいか検討したい。

　Ｂでは、次年度に教育実習に行くことを念頭に、学生の授業力を上げられ

るようにするためにはどうすればよいか常に悩むところである。担当教員の

現場経験を考慮するならば、ＡとＢの担当者は逆のほうがいいのかもしれな

い。しかし、教育実習履修の可否（それはとりもなおさず教職免許取得の可

否につながる）を判断するには模擬授業において適性を評価する必要があり、

Ｂの合否が重要との考えから専任教員がＢを担当してきたという経緯がある。

　先にも述べたとおり、家庭科では教育実習先の時に厳しい要求水準に応え

られるところまで学生の質を上げる努力をしなければならない。特にここ数
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年、教育職員採用試験を受験しない、つまり免許取得のみを希望する学生が

母校でない公立学校に教育実習に行った場合に厳しい評価を受けるケースが

増えてきたように感じる。これもまた悩みの一つである。Ｂ担当教員が引き

続き担当する４年次「教育実習Ａ」では、過去の教育実習先でのトラブルに

ついて具体例を挙げながら直前指導をしているが、学生は教育現場の厳しさ

についてなかなか想像しにくいようだ。

　２学科で家庭科教員免許を付与してきたということもあり、本学卒業の多

くの優秀な家庭科教員が全国の中学校、高等学校で教鞭をとってきた。昨今

の教職離れで履修者が減少しているが、長い歴史を絶やさぬようにしたいも

のである。幸いなことに食物科学専攻の場合、Ａ、Ｂの担当教員はメールだ

けでなく年に何度も直接顔を合わせて、指導内容や学年による学生気質の違

いなどの情報交換を行う体制にある。今後もさらに実質的に効果が上がる授

業展開を目指して工夫していきたい。
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